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研究成果の概要（和文）：本研究では、生物多様性保全と生態系サービス維持向上のための課題である私有緑地の管理
放棄問題の解決に向けて、社会的な観点から(1)緑地管理をとりまく多様な主体の間での地域生態知識の共有・継承プ
ロセスの解明、そして経済的な観点から(2) 緑地管理のためのPESの実効性評価の２つの具体的課題に取り組んだ。そ
の結果、(1)保全活動年数の増加は参加者の知識や経験を増加させる一方で、保全団体活動の継続性に対する問題も同
時に発生していること、(2) PESを活用した管理促進策は、財源が確保されるだけでは十分ではなく、管理継続のため
の主体間の間での連携体制構築が重要になることが示された。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research project was to investigate socio-economic parts of 
urban forest management for supporting strategy to conserve biodiversity and improve ecosystem services 
in urban areas. Findings showed the crucial roles of collaborations among local government, landowner and 
volunteer groups for the effective implementation of payment for ecosystem services schemes and the 
transfer of local ecological knowledge.

研究分野：都市生態学
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１．研究開始当初の背景 
	
 現在の拡大した都市域には、農村由来の樹
林地(以下緑地)が多数残存している。これら
は緑地としての多様な生態系サービスの発
揮を通して、都市における生活の質の向上に
大きく貢献している(Yokohari et al. 1994)。
ここで重要になるのは、こうした緑地は、下
草刈りや間伐といった農業活動と結ビつい
た伝統的資源管理の結果であるということ
だ。伝統的資源管理の継続が困難になる中で、
こうした緑地を保全していくためには、伝統
的資源管理から、生態系サービスを維持向上
するための持続可能な緑地管理への移行が
不可欠である。しかしながら、緑地の大部分
を占める私有地においては、現在の社会経済
条件の下では、労力面と金銭面の負担から、
保全意思があろうとも土地所有者が緑地を
維持することは困難である。実際に、土地所
有者は行政や市民団体と比較して十分に管
理を行なっていないことが申請者らのこれ
までの研究で示された (Tsuchiya et al., 
2013)。今後、人口減少時代を迎えて公的財
政の縮小や土地所有者の高齢化が加速し、管
理放棄がさらに進行することが予想される。
持続可能な緑地管理への移行を果たすため
には、土地所有者が緑地を維持し管理するこ
とを選択しやすい社会経済システムを構築
していく必要がある。 
	
 土地所有者の経済的動機づけを促進させ
る有力な手段のひとつとして、生態系サービ
スへの支払い制度(PES) が想定される。PES
は生態系サービスへの対価を直接金銭など
で支払う政策であり、土地所有者にとっては
対価が明確で参加しやすく、行政は公有地化
などに比して財政負担が少なくできる手法
として発展が期待されている(Engel et al. 
2008)。日本国内でも関連する政策がさまざ
まな分野でみられるが、その実効性は十分に
明らかになっていない。また、PESの適用に
あたっては、多くの緑地が経済的価値を喪失
している状況を鑑み、経済的支援のみでは動
機づけに十分ではない可能性に留意する必
要がある。高額の公的財政負担が現実的でな
い中で、申請者は社会的動機づけに着目する。
これは、「地域のために緑地をよくしたい」
といった社会的規範であり、社会関係資本
(Putnum1993)のひとつと位置づけられる。
社会的動機づけを理解することにより、費用
を抑えつつ実効性の高い管理促進制度を提
案することができる。以上の議論は土地所有
者による管理を前提としているが、社会関係
資本の観点は、管理促進に向けての、市民団
体の管理への参加という観点からも重要で
ある。特に、緑地管理に関する農村における
伝統知を都市住民による管理にいかに継承
されているのかを、社会関係資本の観点も交
えて分析することにより、緑地管理の量だけ
でなく質にも着目した管理促進策のあり方
を検討することができる。 
 

２．研究の目的 
	
 本研究では、人口減少時代の中心的な緑地
計画学的課題である、私有緑地における管理
放棄の問題について、今後の管理促進にかか
わる土地所有者の経済的・社会的動機づけ機
構を解明するとともに、市民団体への伝統知
の継承などの主体間連携を巡る課題を解明
することを目的とした。この目的の達成によ
り、これまで有効な政策手段が不在であった、
私有緑地における適切な管理の推進という
課題に対して、実効性と持続性の高い解決策
を提供する。このことは、緑地の生態系サー
ビスの発揮を通じて、都市における生活の質
の向上に大きく貢献する。本研究課題ではこ
の目的の達成のために、主に (1) 緑地管理に
おける主体間連携と地域生態知識の継承プ
ロセスの解明、(2) 緑地管理のための PESの
実効性評価２つの具体的課題に取り組んだ。 
 
３．研究の方法 
(1) 緑地管理における主体間連携と地域生態
知識継承プロセスの解明 
	
 緑地管理に関する基礎的条件や周辺の市
街化状況などが共通する、川崎市・町田市・
八王子市の多摩丘陵部分を対象地とした。緑
地保全管理に関する活動を行う市民団体 12
団体への調査票調査データを活用し、地域生
態知識の観点から分析を実施した。なお、調
査票の配布は、活動場所において直接記入を
依頼するか、代表者に郵送にて依頼し、期限
までに返信のなかった 1 団体を除いた 11 団
体から回収した。調査票の項目は、活動への
参加年数や、団体に参加した経緯などとした。
調査票は全団体合計で 145票を回収した。分
析として、まず、知識や管理経験の形成要因
を解明するために、応答変数に緑地管理に関
して保有する知識や管理の経験の指標値を
設定し、説明変数に活動参加年数、他団体へ
の参加の有無などをとり、ランダム効果に市
民団体を設定した一般化線形混合モデルを
用いた解析を実施した。次に、各市民団体に
おける活動年数と参加者の平均参加年数の
関係を固定化の指標として、どの程度の固定
化の進行が、どのような影響を管理内容や参
加者の高齢化の認識に与えているのかを明
らかにした。 
 
(2) 緑地管理のための PESの実効性評価 
	
 本研究では、PES の事例として、茨城県
において森林環境税を用いて行われている
事業である、身近なみどり整備推進事業（以
下、みどり事業）を対象とした。対象とし
たみどり事業は、茨城県が 2008 年から導入
した森林湖沼環境税を用いている。全額補
助事業で、植栽、下刈り、除間伐、枝打ち、
竹の伐採などの森林整備や作業道・木柵の
設置が実施される。事業実施位置は、「民有
林又は事業実施後に森林となることが確実
な区域であって地域の環境保全に寄与する
区域」とされている。維持管理については、



「市町村と森林所有者などとの間で、10 年
間の森林保全に関する協定を結び、市町村
が本事業で整備をしたあとは、森林所有者
等が森林を適正に維持・管理する」とされ
ており、所有者との二者協定に加えて、森
林ボランティア団体などを管理者に指定す
る三者協定も可能となっている。	
 
	
 事業実施範囲の中で、茨城県南地域を研
究対象地域とした。同地域には土浦市、石
岡市、龍ヶ崎市、取手市、牛久市、つくば
市、守谷市、稲敷市、かすみがうら市、つ
くばみらい市、美浦村、阿見町、河内町、
利根町の計 10 市 3 町 1 村が含まれる。各市
町村での事業実施状況を把握するため、県
南農林事務所事業担当職員及び、各市町村
事業担当職員の計 14 名への聞き取り調査
を 2014 年 9 月から 11 月にかけて行った。
調査では、事業実施場所の特徴、事業の課
題点、整備後の管理について等を質問項目
とした。聞き取り調査にあわせて、事業実
施場所、整備内容、協定の種類等に関する
行政資料を収集した。さらに、三者協定で
管理を行う 3 つの市民団体に対し、管理を
めぐる体制づくり等について聞き取り調査
を実施した。	
 
	
 
４．研究成果	
 
(1) 緑地管理における主体間連携と地域生態
知識継承プロセスの解明 
	
 生態知識と管理経験の形成過程に関する
一般化線形混合モデルを用いた解析の結果、
長い間、保全活動へ参加している市民は、た
とえ幼少期に自然と密接に関わっていなく
ても、関連する知識や経験を数多く保有して
いることが明らかになった。また、こうした
活動参加者の多くが、活動に関わるようなき
っかけとして、友人・知人からの誘いを挙げ
ていた。これらの結果は、幼少期に自然と触
れてこなかった一般市民でも、人とのつなが
りを通した活動参加をきっかけとして、自然
との関わりを深められる可能性を示唆して
いた。 
	
 他方で、団体活動年数と管理活動継続の関
係に関する分析の結果、こうした団体の多く
は、参加者の高齢化や新規加入者の確保など
多くの問題に直面しており、存続が危ぶまれ
る状況が生じつつあることが明らかになっ
た。各団体における活動年数と参加者の平均
参加年数の関係を分析した結果、活動年数が
10年以上の 6団体において、高齢化が管理内
容に影響したり、問題として認識されたりし
ていた。そのうち 2団体では、伐採した樹木
の搬出や竹炭作りなどの体力の必要な管理
内容が実際に廃止・縮小されていた。他の 4
団体では、管理内容への直接的な影響は認め
られないものの、高齢化が問題として認識さ
れていた。以上から、活動開始から概ね 10
年程度で固定化に伴う参加者の高齢化が問
題として顕在化し、具体的な管理内容の廃
止・縮小にまで影響を与えていることが明

らかになった。固定化に伴う高齢化が問題
として認識されていることはこれまでにも
指摘されていたものの、本研究によってそ
の管理内容への直接的な影響が示された。 
 
(2) 緑地管理のための PESの実効性評価 
	
 みどり事業に関する資料調査の結果、2008
年からの 5 年間で、茨城県全体の事業実施整
備面積は 1096ha であり、1000ha の整備目標
が達成されていた。対象とした市町村の事業
実施数・面積を表1にまとめた。調査した2014
年末時点では 208 箇所 483.8ha 存在し、この
うち二者協定が 173 箇所、三者協定は 35 箇
所であった。実施数・面積ともに最大はつく
ば市の 56 箇所・190.4ha であり、最小は河内
町の 2 箇所・0.8ha と、市町村によって大き
な違いがあった。この要因として、県南事務
所は市町村ごとのみどり事業に対する意欲
の差をあげていた。市町村担当者への聞き取
りによれば、5 市町村が所有者の認知度不足
を事業実施上の課題としていた。4市町村は、
事業実施場所によっては整備予算で十分な
整備が実施出来ない事例があると回答した。
3 市町村では樹林地の賦存量が少ないため、
事業運用数を増やすことが困難と認識され
ていた。事業実施場所について、県資料によ
れば、通学路、神社、公園等の公共性の高い
場所、及び住宅団地等周辺の樹林を対象とし
ていた。実際の事業実施場所は、市町村ごと
で差異はあるものの、学校の周辺と神社での
実施がそれぞれ 6市町村でみられるなど、県
の方針との対応がみられた。事業の広報手段
としては、全ての市町村で共通して市町村の
広報誌およびウェブサイトが使用されてお
り、つくば市だけでのみ、区会の回覧板が使
用されていた。つくば市の担当者は、所有者
からの申請の多くが回覧板を見ての申し出
であると認識していた。以上より、みどり事
業では、地域全体としては当初目標水準に
近い成果が達成されたものの、市町村ごと
の指定面積は大きく異なっていた。これは
必ずしも樹林地の賦存状況だけでなく、市
町村内での事業の位置づけ、所有者への周
知、画一的な事業単価などが影響している
と考えられた。	
 
	
 事業実施後の維持管理についての聞き取
りの結果、県南農林事務所あるは市町村で管
理状況の評価手法が確立されていなかった。
管理状況の確認は調査時点では実施されて
いなかったが、今後、県南事務所から市町村
によって実施される予定であった。県南事務
所と全市町村が、10 年間の維持管理義務を所
有者が関心を持つものの事業が実施されな
い要因として挙げた。三者協定を結んでいる
3 団体は、いずれもこれまでに他の場所で管
理作業の経験がある団体であり、会員の高齢
化や人手不足を課題としてあげていた。以上
から、特に 10 年間の維持管理義務について、
所有者の同意および事業実施後の管理状況
の把握の両面が課題と認識されていた。こ



の原因として、管理状況の評価方法が明確
にされていないこと、継続的な管理を行う
ことの意義が所有者や市町村の担当者の間
で十分に共有されていないことが考えられ
た。三者協定は維持管理への効果が確認さ
れたが、その長期的かつ多地点での展開に
は課題もあると考えられた。	
 
	
 これらをまとめてと、森林環境税をはじ
めとする PES を活用した緑地管理事業が適
切な維持管理の促進につながるための要件
について検討すると、財源が確保されるだ
けでは十分ではなく、県と市町村、市町村
と所有者の間での連携構築が重要になるこ
とが示唆された。特に、税を徴収する県と
実際に事業を運用する市町村の間で、事業
実施計画に関する意思共有をはかることが
重要であろう。今後の課題として、他県で
実施されている類似事業との比較によって、
適切な維持管理の促進につながる制度要件
を検証することが必要であると考えられた。	
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